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当初予算提出時点（査定前）

企画部 （単位：千円）

国県支出金 市　　債 その他 一般財源

秘書広報課

2 1 2 2 広報関係費
広報たじみ、ホームページ、SNS（フェイスブック、インスタグラム）、
ユーチューブ、AR（拡張現実）動画、デジタルサイネージなどを活用
し、幅広い年代層へ市政情報を発信します。

31,023 29,079 3,721 27,302

2 1 2 4 市民参加事務費
地区懇談会、市民討議会、市長への提言、パブリックコメントなどによ
り、広聴活動や市民参加を推進・実施します。

661 2,588 661

2 1 2 5 テレビ・ラジオ番組等制作費
FMたじみ（FMラジオ）に加え、おりべネットワーク（ケーブルテレビ）を
利用し、市政情報の番組放送を実施します。

29,598 28,678 29,598

企画防災課

2 1 6 116 第7次総合計画策定費
平成30～31年度で第7次総合計画の見直し（後期計画（平成32～35
年度）の策定）を実施します。平成30年度に実施した前期計画の総括
を踏まえ、第7次総合計画（後期計画）を策定します。

3,289 2,245 3,289

2 1 6 122 定住化促進関係費

多治見市PR動画、ホームページを活用したプロモーションを実施しま
す。ターゲット層（名古屋・豊田方面に在住・在勤する20～30歳代の子
育て世帯）への訴求効果の高い広告媒体で、動画放映等を実施しま
す。

1,823 2,020 1,823

2 1 6 124 市制80周年記念事業関係費
平成32年8月に市制80周年を迎えるにあたり、記念事業の開催準備等
を実施します。

841 841

9 1 4 6 防災事業助成費
災害時などに起こるブロック塀等の倒壊による危険防止を図るため、ブ
ロック塀等を除去する工事を行う方に対し、補助内容を拡充し、補助
金を交付します。

21,000 225 21,000

9 1 4 26 自主防災隊防災活動関係費

災害時及び平時における地域の自主防災活動を促進するとともに地
域防災力の向上を図ります。また、自主防災組織が行う防災資機材等
の購入、防災講座や研修会の開催、防災訓練実施時の消耗品の購
入など防災活動に係る経費の一部を引き続き補助します。

10,852 18,660 10,852

9 1 4 32 防災情報提供費

災害時における気象情報や避難等に関する情報を提供します。また、
水防法の改正、土砂災害警戒区域の変更等に対応するため、土砂災
害及び河川の浸水想定区域図を併せたハザードマップを作成し、全
戸配布します。

18,361 5,863 5,923 12,438
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人事課

2 1 1 18 職員福利厚生事業費

職員の健康診断に加え、職員の健康管理のために保健指導、メンタ
ル予防、ストレスチェック等の事業を実施します。
ストレスチェックの組織分析を管理職へ説明する研修会を新たに実施
します。

19,743 18,445 4,828 14,915

2 1 1 22 職員研修事業費
人材育成計画に掲げる職員育成のための階層別研修、専門研修、実
務研修等の各種研修を実施します。また、春日井市、瀬戸市と人事交
流を行います。

8,073 8,197 1,441 6,632

2 1 1 31 人事給与システム開発費
現在使用している人事給与システムの更新及び、平成32年4月から会
計年度任用職員制度が始まることに対応するための人事給与システ
ムを改修します。

11,550 - 11,550

情報課

2 1 6 51 情報化技術調査研究費
情報政策に係る調査研究等を行います。
平成28年度に策定した第3次多治見市情報化計画の実施期間終了に
伴い、第4次計画を策定します。

5,152 3,629 5,152

2 1 6 59 庁内情報化設備整備費
庁内情報システムの設備整備を行います。
庁内LANパソコンについて、サポート期間が終了するWindows7への
対応及び計画的な更新を行います。

32,179 51,236 32,179

2 1 6 92 庁内情報化施策推進費

庁内情報システムの運用・維持管理を行います。
基幹系業務システム及び基幹系業務端末について、サポート期間が
終了するWindows7への対応（Windows10に移行）及び文字コード対応
（JIS90からJIS2004に移行）を行います。

238,711 237,595 42,003 196,708

公共施設管理室

2 1 6 108 市有施設整備調査研究費
公共施設長寿命化計画の策定に当たり、更新・修繕に必要となる費用
の算定業務を委託します。また、今後工事が見込まれる施設の外壁に
ついて、アスベスト含有調査を委託します（国庫補助10/10）。

16,364 6,125 9,499 6,865
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